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我が国経済は、コロナ禍からの社会経済活動の正常化が進みつつある中、緩

やかな持ち直しが続いています。その一方で、世界的なエネルギー・食料価格

の高騰や欧米各国の金融引締め等による世界的な景気後退懸念など、 我が国経

済を取り巻く環境は厳しさが増しています。 

政府においては、こうした景気の下振れリスクに先手を打ち、我が国経済を

民需主導の持続的な成長経路に乗せていくため、「物価高・円安への対応」、「構

造的な賃上げ」、「成長のための投資と改革」を重点分野とする「物価高克服・

経済再生実現のための総合経済対策」（令和４年１０月２８日閣議決定。）を策

定いたしました。その裏付けとなる令和４年度第２次補正予算等を迅速かつ着

実に実行し、万全の経済財政運営を行うことが確認されています。 

こうした下で、令和４年度の我が国経済については、実質国内総生産（実質

ＧＤＰ）成長率は１.７％程度、名目国内総生産（名目ＧＤＰ）成長率は１.８％

程度となることが見込まれています。更に、消費者物価（総合）については、

エネルギーや食料価格の上昇に伴い、３.０％程度の上昇率になるものと見込ま

れています。 

一方、総人口を見てみますと、令和４年１０月１日現在では１億２,４９４万

７千人（総務省統計局令和４年１０月１日現在確定値）で、前年同月（１億２,

５５０万３千人）に比べ５５万６千人の減、率にすると０.４４ポイントの減少

であり、日本の総人口は明らかに減少傾向にあるものと思われます。そのよう

な中にあって、６５歳以上の高齢者人口は３,６２３万６千人で、総人口に占め

る割合は２９.０％で、前年１０月１日現在と比較すると、２万２千人の増、率

にすると０.０６ポイントの増加で、人口・割合ともに過去最高となり、各年代

層の中では、唯一増加傾向となっています。 

このような社会情勢の中、当センターにおける令和４年度事業実績は、会員

数２８２名、受託件数４,０３３件、就業延日人員２８,８１５人日、契約金額

１６４,９１１,８１３円の結果となっています。 

昨年度との比較では、会員数２人の増、受託件数７５件の増、就業延日人員

３２５人日の増、契約金額６,２６６,９９２円の増となり、新型コロナウイル

ス感染症による影響が著しかった昨年度の実績と比べると、やや好転の兆しが

見えてきたように思われます。その意味でも、生きがいを持って社会参加した

い高齢者のための多様な就業機会の確保、経済的自立に向けた支援が重要視さ

れています。 

今後も、健康で元気な高齢者の就業に適切に応えられるよう、これまで蓄積

したノウハウを有効に活用して、雇用を含めた幅広い就業機会の確保・提供に

努めてまいります。以下、令和４年度おける活動実績を報告いたします。  


